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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。 

  

回次 第72期中 第73期中 第74期中 第72期 第73期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 1,477,139 1,414,391 1,401,480 2,893,870 2,819,469

経常利益 (千円) 646,477 614,554 655,997 1,112,610 916,548

中間(当期)純利益 (千円) 886,925 443,019 441,674 1,864,194 557,467

持分法を適用した場合の
投資利益 

(千円) 550,200 724,567 662,948 1,388,236 1,261,596

資本金 (千円) 551,443 551,443 551,443 551,443 551,443

発行済株式総数 (株) 11,028,869 11,028,869 11,028,869 11,028,869 11,028,869

純資産額 (千円) 13,965,997 15,334,630 15,621,003 15,203,165 15,620,761

総資産額 (千円) 15,767,545 16,753,041 17,198,022 17,734,208 17,371,889

１株当たり純資産額 (円) 1,268.54 1,392.98 1,419.15 1,379.89 1,419.02

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 80.56 40.24 40.12 168.24 50.64

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 20 20

自己資本比率 (％) 88.57 91.53 90.83 85.73 89.92

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 964,073 △416,177 1,035,496 1,242,873 △599,319

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △329,122 △1,342,917 △753,899 △58,947 △3,300,943

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △265,704 △220,507 △221,804 △267,276 △221,390

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 9,195,740 7,763,539 5,681,282 9,743,142 5,621,488

従業員数 (人) 70 69 60 70 67



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はありま

せん。 

また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

(平成19年９月30日現在) 

(注) 従業員は就業人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

新立川航空機労働組合 

労働組合は、昭和28年９月より結成され、江ノ島工場及び立川工場の課長以上を除く従業員を以って構成されて

おります。 

何れの上部団体にも属せず、労使協調しており、関係は極めて良好であります。 

平成19年９月30日現在の組合員は33人であります。 

  

従業員数(人) 60 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間の我が国経済は、企業収益の改善を背景に設備投資の増加や雇用環境の改善が見られ、また、個

人消費も堅調に推移しており景気は緩やかな回復基調を維持しております。 

その一方で、原油価格等原材料価格の高騰や米国のサブプライムローン問題等により、景気の先行きへの警戒感

も出ており予断を許さない状況にあります。 

当社事業部門におきましては、航空機部品と製紙装置の受注量は増加いたしましたが、客先の在庫調整を受けた

暖房機、食器洗浄機の受注量が減少しましたので、事業部門の売上高は629,460千円(前年同期比5.5％減)となりま

した。 

不動産部門におきましては、立川工場８号棟の改修工事が完了し、また、新規契約がありましたので賃貸料収入

は772,019千円(同3.2％増)となりました。 

この結果、当中間会計期間の売上総額は1,401,480千円(同0.9％減)、営業利益は324,405千円(同8.0％減)、経常

利益は655,997千円(同6.7％増)、中間純利益は、441,674千円(同0.3％減)の減収減益となりました。 

なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物は5,681,282千円となり、前事業年度に比べ59,793千円(前事業年度

比1.1％)の増加となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローの増加額は1,035,496千円となりました(前年同期は減少額416,177千円)。こ

れは、当社の関連会社であります立飛企業㈱からの受取配当金の増配による増加と、前事業年度決算に基づく法人

税等の還付額が503,147千円となったこと等によるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローの支出額は753,899千円となり、前年同期に比べ589,018千円(同43.9％)減少

しました。これは、立川工場８号棟屋根改修工事代金の支払いや、国債及び投資信託の取得、長期性預金への預け

入れ等を行ったことによるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローの支出額は221,804千円となり、前年同期に比べ1,296千円(同0.6％)増加しま

した。これは、自己株式の取得による支出の増加によるものであります。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を主要品目別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間会計期間における受注実績を主要品目別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

品目 生産高(千円) 前年同期比(％) 

暖房機 108,611 24.6 

食器洗浄機 120,557 △41.0 

航空機部品 163,876 16.7 

製紙装置 196,993 56.6 

その他 39,423 △20.3 

合計 629,460 3.7 

品目 
受注高 受注残高 

金額(千円) 前年同期比(％) 金額(千円) 前年同期比(％) 

暖房機 7,493 △82.2 128,896 35.4 

食器洗浄機 15,431 △62.9 167,757 △7.2 

航空機部品 161,242 14.3 24,379 △11.1 

製紙装置 322,348 1,013.4 465,194 198.5 

その他 12,020 △57.6 52,347 29.8 

合計 518,534 83.8 838,573 67.9 



(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を主要品目別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 
  

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 石川島汎用機サービス㈱は平成19年７月１日付で石川島汎用機械㈱及び石川島風水力サービス㈱と統合し、㈱IHI回転機

械となりました。 

４ 石川島播磨重工業㈱は平成19年７月１日付で㈱IHIに社名変更しております。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当社は、事業部門においてISO9001(国際品質規格)、JISQ9100(航空宇宙品質マネジメントシステム)の認証取得を行

うこと等により顧客満足度を向上させ、また、航空機部品関係の加工設備を充実させること等により受注量の拡大を

目指しております。 

また、不動産部門におきましては、平成20年８月までの完成を目標にして、平屋であった15号棟及び25号棟を５階

建に建替えることを計画しております。 

今後も、客先のニーズに沿って老朽化した建物の高層化を行うことにより、収益の向上を図ってまいります。 

団塊の世代の退職に備え、各業務に関連する職務遂行能力の向上を図るため、優秀な人材の補充を行ってまいりま

す。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

品目 販売高(千円) 前年同期比(％) 

暖房機 108,611 △17.3 

食器洗浄機 120,557 △44.9 

航空機部品 163,876 16.7 

製紙装置 196,993 56.6 

その他 39,423 △20.3 

小計 629,460 △5.5 

賃貸料収入 772,019 3.2 

合計 1,401,480 △0.9 

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

㈱IHI回転機械 ― ― 229,254 16.4 

石川島汎用機サービス㈱ 352,844 24.9 ― ― 

日本通運㈱ 163,893 11.6 164,856 11.8 

㈱ジャムコ 158,852 11.2 161,624 11.5 

日本工販㈱ ― ― 152,425 10.9 

㈱IHI 123,818 8.8 143,532 10.2 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

  

(注) １ 今後の所要額1,100,000千円は、全額自己資金で賄う予定であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

当中間会計期間において、重要な設備の除却等はありません。 

  

事業所別 設備の内容 必要性 
予算金額 
(千円) 

既支払額
(千円) 

今後の所要額
(千円) 

着手年月
完了予定 
年月 

備考 

立川工場 賃貸用建物 
賃貸部門の
拡充 

1,100,000 ― 1,100,000
平成20年
２月 

平成20年 
８月 

鉄骨５階建 
延面積 
5,571.60㎡ 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 当社は昭和24年11月15日企業再建整備法により、立川飛行機株式会社(現、立飛企業株式会社)より資本金20,000千円全額現

物出資にて設立されました。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 16,000,000 

計 16,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数(株) 
(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 11,028,869 11,028,869
東京証券取引所
市場第二部 

― 

計 11,028,869 11,028,869 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成19年９月30日 ― 11,028,869 ― 551,443 ― 68,035



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 立飛企業株式会社が所有している株式については、会社法施行規則第67条の規定により議決権がなく、主要株主でなくな

っております。 

２ 株式会社IHIは、同社の100％子会社である石川島興業株式会社の議決権(1,287個)を含め、総株主に対する議決権割合は

14.20％で、主要株主であります。なお、石川島播磨重工業㈱は平成19年７月１日付で㈱IHIに社名変更しております。 

３ エフィッシモ キャピタル マネージメント ピーティーイー エルティーディーから、平成19年10月17日現在で以下の株式

を保有している旨、関東財務局長に大量保有報告書に係る変更報告書が平成19年10月22日付提出されましたが、当社とし

て当中間会計期間末時点における実質所有株式の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、大量保有報告書に係る変更報告書の内容は以下のとおりであります。 

  

  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

立飛開発株式会社 東京都立川市泉町841番地 2,747 24.91

立飛企業株式会社 東京都立川市泉町841番地 2,664 24.16

バンク オブ ニューヨーク ジ
ーシーエム クライアント アカ
ウンツ イー アイエスジー 
(常任代理人 株式会社三菱東
京UFJ銀行) 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 
(東京都千代田区丸の内２―７―１ 
決済事業部内) 

1,053 9.55

株式会社IHI 東京都江東区豊洲３―１―１ 1,053 9.54

大成建設株式会社 東京都新宿区西新宿１―25―１ 200 1.81

株式会社みずほ銀行 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区内幸町１丁目１―５
(東京都中央区日本橋茅場町１―２―４ 
日本証券代行株式会社 資産管理チーム
BK) 

189 1.71

木 野 圭 祐 東京都豊島区 184 1.67

モルガン．スタンレー．アン
ド．カンパニー．インターナシ
ョナル．ピーエルシー(常人代
理人 モルガン・スタンレー証
券株式会社) 

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF,
LONDON E14 4QA ENGLAND 
(東京都渋谷区恵比寿４―20―３恵比寿
ガーデンプレイスタワー) 

165 1.50

東京建物株式会社 東京都中央区八重洲１丁目９―９ 151 1.36

石川島興業株式会社 東京都中央区八重洲２丁目９―７ 128 1.16

計 ― 8,538 77.42

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

エフィッシモ キャピタル マネー
ジメント ピーティーイー エルテ
ィディー 
(Effissimo Capital Management 
Pte Ltd) 

260 オーチャードロード #12-06
ザヒーレン シンガポール 238855
(260 Orchard Road #12-06 The 
Heeren Singapore 238855) 

1,283 11.63 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式  21,500

― ― 

(相互保有株式) 
普通株式 2,664,900

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,317,700 83,177 ― 

単元未満株式 普通株式  24,769 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 11,028,869 ― ― 

総株主の議決権 ― 83,177 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
新立川航空機株式会社 

立川市高松町 
一丁目100番地 

21,500 ― 21,500 0.19

(相互保有株式) 
立飛企業株式会社 

立川市泉町841番地 2,664,900 ― 2,664,900 24.16

計 ― 2,686,400 ― 2,686,400 24.35



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

月別 
平成19年 

４月 
５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 2,730 2,820 2,810 3,090 3,550 3,520

最低(円) 2,400 2,600 2,610 2,715 2,960 2,815



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

現金及び預金   7,763,539   5,881,282 5,621,488   

受取手形 ※２ 13,582   15,270 27,297   

売掛金   527,368   679,527 560,570   

有価証券   449,172   1,500,881 1,000,509   

たな卸資産   195,254   256,351 141,925   

繰延税金資産   28,238   52,699 ―   

未収法人税等   ―   ― 531,617   

その他   81,846   90,249 51,884   

貸倒引当金   △2,305   △2,856 △2,299   

流動資産合計    9,056,698 54.06 8,473,405 49.27   7,932,992 45.67

Ⅱ 固定資産          

有形固定資産 ※１        

建物   1,602,266   1,616,629 1,672,104   

機械及び装置   68,451   119,088 111,831   

その他   335,731   308,884 324,994   

計   2,006,450   2,044,601 2,108,930   

無形固定資産   5,446   3,936 4,691   

投資その他の資産          

投資有価証券   3,672,056   3,861,428 4,607,981   

関係会社株式   886,898   886,898 886,898   

前払年金費用   24,923   27,215 30,077   

長期性預金   1,100,000   1,900,000 1,800,000   

その他   1,917   1,967 1,917   

貸倒引当金   △1,350   △1,430 △1,600   

計   5,684,445   6,676,078 7,325,274   

固定資産合計    7,696,342 45.94 8,724,617 50.73   9,438,896 54.33

資産合計    16,753,041 100.00 17,198,022 100.00   17,371,889 100.00

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

支払手形 ※２ 284,409   321,623 255,842   

買掛金   50,211   59,255 38,174   

未払費用   105,085   113,299 113,380   

未払法人税等   21,179   147,941 ―   

繰延税金負債   ―   ― 14,088   

その他 ※2,3 213,852   257,389 456,938   

流動負債合計     674,738 4.03 899,509 5.23   878,423 5.06

Ⅱ 固定負債           

長期未払金   46,992   38,808 46,992   

繰延税金負債   275,546   280,816 417,798   

退職給付引当金   284,563   221,293 271,342   

長期預り保証金   136,570   136,590 136,570   

固定負債合計     743,672 4.44 677,509 3.94   872,703 5.02

負債合計     1,418,410 8.47 1,577,018 9.17   1,751,127 10.08

          

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     551,443 3.29 551,443 3.21   551,443 3.18

２ 資本剰余金           

(1) 資本準備金   68,035   68,035 68,035   

資本剰余金合計     68,035 0.41 68,035 0.40   68,035 0.39

３ 利益剰余金           

(1) 利益準備金   137,860   137,860 137,860   

(2) その他利益剰余金           

別途積立金   12,000,000   12,000,000 12,000,000   

繰越利益剰余金   1,746,060   2,082,020 1,860,509   

利益剰余金合計     13,883,921 82.87 14,219,881 82.68   13,998,370 80.58

４ 自己株式     △22,111 △0.13 △25,369 △0.15   △22,833 △0.13

株主資本合計     14,481,289 86.44 14,813,990 86.14   14,595,015 84.02

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券 
  評価差額金     853,341 5.09 807,012 4.69   1,025,745 5.90

評価・換算差額等 
合計     853,341 5.09 807,012 4.69   1,025,745 5.90

純資産合計     15,334,630 91.53 15,621,003 90.83   15,620,761 89.92

負債純資産合計     16,753,041 100.00 17,198,022 100.00   17,371,889 100.00

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高          

製品売上高   665,958   47.08 629,460 44.92 1,316,250   46.68

賃貸料収入   748,433   52.92 772,019 55.08 1,503,218   53.32

売上高合計    1,414,391 100.00 1,401,480 100.00   2,819,469 100.00

Ⅱ 売上原価          

製品売上原価   651,626   46.07 634,143 45.25 1,350,436   47.90

賃貸資産管理費   290,230   20.52 302,476 21.58 600,833   21.31

売上原価合計    941,856 66.59 936,620 66.83   1,951,269 69.21

売上総利益    472,534 33.41 464,859 33.17   868,200 30.79

Ⅲ 販売費及び一般管理費    120,111 8.49 140,454 10.02   240,551 8.53

営業利益    352,423 24.92 324,405 23.15   627,648 22.26

Ⅳ 営業外収益 ※１  262,131 18.53 331,591 23.66   288,899 10.25

経常利益    614,554 43.45 655,997 46.81   916,548 32.51

Ⅴ 特別利益 ※２  28,158 1.99 170 0.01   28,058 1.00

Ⅵ 特別損失 ※３  61,918 4.38 99,273 7.08   171,913 6.10

税引前中間(当期) 
純利益    580,794 41.06 556,893 39.74   772,693 27.41

法人税、住民税 
及び事業税   37,817   168,926 48,967   

法人税等調整額   99,958 137,775 9.74 △53,706 115,219 8.23 166,258 215,225 7.64

中間(当期)純利益    443,019 31.32 441,674 31.51   557,467 19.77

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(千円) 551,443 68,035 68,035 

中間会計期間中の変動額       

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― ― ― 

平成18年９月30日残高(千円) 551,443 68,035 68,035 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 137,860 10,500,000 3,035,220 13,673,081 △21,173 14,271,387 

中間会計期間中の変動額             

 剰余金の配当(注)     △220,179 △220,179   △220,179 

 役員賞与(注)     △12,000 △12,000   △12,000 

 別途積立金の積立(注)   1,500,000 △1,500,000 ―   ― 

 中間純利益     443,019 443,019   443,019 

 自己株式の取得         △937 △937 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― 1,500,000 △1,289,160 210,839 △937 209,902 

平成18年９月30日残高(千円) 137,860 12,000,000 1,746,060 13,883,921 △22,111 14,481,289 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 931,778 931,778 15,203,165 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当(注)     △220,179 

 役員賞与(注)     △12,000 

 別途積立金の積立(注)     ― 

 中間純利益     443,019 

 自己株式の取得     △937 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △78,437 △78,437 △78,437 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △78,437 △78,437 131,464 

平成18年９月30日残高(千円) 853,341 853,341 15,334,630 



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成19年３月31日残高(千円) 551,443 68,035 68,035 

中間会計期間中の変動額       

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― ― ― 

平成19年９月30日残高(千円) 551,443 68,035 68,035 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 137,860 12,000,000 1,860,509 13,998,370 △22,833 14,595,015 

中間会計期間中の変動額             

 剰余金の配当     △220,163 △220,163   △220,163 

 中間純利益     441,674 441,674   441,674 

 自己株式の取得         △2,536 △2,536 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― ― 221,511 221,511 △2,536 218,975 

平成19年９月30日残高(千円) 137,860 12,000,000 2,082,020 14,219,881 △25,369 14,813,990 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(千円) 1,025,745 1,025,745 15,620,761 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当     △220,163 

 中間純利益     441,674 

 自己株式の取得     △2,536 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △218,732 △218,732 △218,732 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △218,732 △218,732 242 

平成19年９月30日残高(千円) 807,012 807,012 15,621,003 



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(千円) 551,443 68,035 68,035 

事業年度中の変動額       

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― 

平成19年３月31日残高(千円) 551,443 68,035 68,035 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 137,860 10,500,000 3,035,220 13,673,081 △21,173 14,271,387 

事業年度中の変動額             

 剰余金の配当(注)     △220,179 △220,179   △220,179 

 役員賞与(注)     △12,000 △12,000   △12,000 

 別途積立金の積立(注)   1,500,000 △1,500,000 ―   ― 

 当期純利益     557,467 557,467   557,467 

 自己株式の取得         △1,659 △1,659 

事業年度中の変動額合計(千円) ― 1,500,000 △1,174,711 325,288 △1,659 323,628 

平成19年３月31日残高(千円) 137,860 12,000,000 1,860,509 13,998,370 △22,833 14,595,015 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 931,778 931,778 15,203,165 

事業年度中の変動額       

 剰余金の配当(注)     △220,179 

 役員賞与(注)     △12,000 

 別途積立金の積立(注)     ― 

 当期純利益     557,467 

 自己株式の取得     △1,659 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 93,966 93,966 93,966 

事業年度中の変動額合計(千円) 93,966 93,966 417,595 

平成19年３月31日残高(千円) 1,025,745 1,025,745 15,620,761 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税引前中間(当期)純利益  580,794 556,893 772,693

減価償却費  73,132 84,723 155,512

貸倒引当金の増加額  273 386 517

退職給付引当金の減少額  △23,860 △50,049 △37,081

前払年金費用の減少 
(△は増加)額 

 ― 2,862 △5,154

役員退職給与引当金の 
減少額 

 △134,772 ― △134,772

受取利息及び受取配当金  △261,156 △313,053 △287,761

投資有価証券評価損  40,903 33,889 9

投資有価証券売却益  △6,389 ― △6,389

関係会社株式売却益  △13,719 ― △13,719

投資有価証券売却損  ― ― 43,483

固定資産除却損  7,333 65,383 114,589

固定資産売却益  △419 ― △419

売上債権の増加額  △99,784 △162,786 △73,071

たな卸資産の減少 
(△は増加)額 

 1,082 △114,426 54,412

その他流動資産の 
減少(△は増加)額 

 △1,015 2,255 △8,531

仕入債務の増加額  89,567 80,177 59,232

その他流動負債の増加 
(△は減少)額 

 △3,724 24,167 △7,972

未収消費税等の減少 
(△は増加)額 

 ― 4,248 △4,248

未払消費税等の増加 
(△は減少)額 

 △46,553 14,483 △61,378

長期未払金の増加 
(△は減少)額 

 46,992 △8,184 46,992

長期預り保証金の増加 
(△は減少)額 

 △20,467 20 △20,467

役員賞与の支払額  △12,000 ― △12,000

小計  216,215 220,992 574,475

利息及び配当金の受取額  258,582 311,356 282,941

法人税等の支払・還付額  △890,975 503,147 △1,456,736

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △416,177 1,035,496 △559,319



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有価証券の売却による収入  109,352 ― 157,977

有価証券の償還による収入  ― 300,000 ―

有形固定資産の取得による 
支出 

 △205,498 △197,441 △263,706

有形固定資産の除却による 
支出 

 △3,165 △100,111 △4,233

有形固定資産の売却による 
収入 

 913 ― 1,281

投資有価証券の取得による 
支出 

 △1,002,831 △456,296 △2,256,486

投資有価証券の売却による 
収入 

 44,278 ― 50,190

関係会社株式の売却による 
収入 

 14,069 ― 14,069

長期性預金の預入れによる 
支出 

 △300,000 △300,000 △1,000,000

その他投資の取得による支
出 

 △36 △49 △36

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,342,917 △753,899 △3,300,943

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

自己株式の取得による支出  △937 △2,536 △1,659

配当金の支払額  △219,569 △219,267 △219,730

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △220,507 △221,804 △221,390

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
係る換算差額 

 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増加(△は減少)額 

 △1,979,603 59,793 4,121,654

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 9,743,142 5,621,488 9,743,142

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 7,763,539 5,681,282 5,621,488

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 
  ①満期保有目的の債券 
   償却原価法(定額法) 
  ②関連会社株式 
   移動平均法による原価法 
  ③その他有価証券 
   時価のあるもの 

 中間決算末日の市場価格等
に基づく時価法(評価差額は
全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法に
より算定) 

   時価のないもの 
    移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 
  ①満期保有目的の債券 
    同左 
  ②関連会社株式 
    同左 
  ③その他有価証券 
   時価のあるもの 

 同左 
  
  
  
  
   時価のないもの 
    同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 
  ①満期保有目的の債券 
    同左 
  ②関連会社株式 
    同左 
  ③その他有価証券 
   時価のあるもの 

 決算末日の市場価格等に基
づく時価法(評価差額は、全
部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法に
より算定) 

   時価のないもの 
    同左 

 (2) たな卸資産 
  ①製品及び仕掛品 
   先入先出法による低価法 
  ②原材料 
   移動平均法による低価法 

 (2) たな卸資産 
  ①製品及び仕掛品 
    同左 
  ②原材料 
    同左 

 (2) たな卸資産 
  ①製品及び仕掛品 
    同左 
  ②原材料 
    同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 

 定率法(ただし、平成10年
４月１日以降に取得した建物
(附属設備を除く)については
定額法)によっております。 
 なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。 
建物      ７～38年 
機械及び装置 13年

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 

 同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 

 同左 

――――――  (会計方針の変更) 
  法人税法の改正に伴い、当中間
会計期間から、平成19年４月１日
以降に取得した有形固定資産につ
いて、改正後の法人税法に基づく
減価償却の方法に変更しておりま
す。これによる、営業利益、経常
利益、及び税引前中間純利益に与
える影響は軽微であります。 

―――――― 

――――――  (追加情報) 
  平成19年度の法人税法改正に伴
い、平成19年３月31日以前に取得
した資産については、改正前の法
人税法に基づく減価償却の方法の
適用により取得価額の５％に到達
した事業年度の翌事業年度から、
取得価額の５％相当額と備忘価額
との差額を５年間にわたり均等償
却し、減価償却費に含めて計上し
ております。 

  これにより、営業利益、経常利
益及び税引前中間純利益がそれぞ
れ5,387千円減少しております。 

―――――― 

 (2) 無形固定資産 
 定額法によっております。 
 なお、自社利用のソフトウ
ェアについては、社内におけ
る利用可能期間(５年)に基づ
く定額法によっております。 

 (2) 無形固定資産 
 同左 

 (2) 無形固定資産 
    同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    同左 

 (2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

 (2) 退職給付引当金 

    同左 

 (2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務見込額及び年金

資産残高に基づき計上してお

ります。 

 (3) 役員退職給与引当金  (3)   ――――――  (3) 役員退職給与引当金 

(追加情報) 

   当社は従来、役員の退職慰労

金の支出に充てるため、役員退

職慰労金内規に基づく期末要支

給額を計上しておりましたが、

平成18年６月27日開催の定時株

主総会において、役員退職慰労

金制度(内規を含む)の廃止を決

議するとともに、役員の退任時

に退職慰労金制度廃止日(当該

総会終結時)までの在任期間に

応じた退職慰労金を支給するこ

とを決議いたしました。 

   これに伴い、当該総会までの

期間に対応する役員退職慰労金

相当額46,992千円は「長期未払

金」として表示しております。 

  (追加情報) 

   当社は従来、役員の退職慰労

金の支出に充てるため、役員退

職慰労金内規に基づく期末要支

給額を計上しておりましたが、

平成18年５月11日開催の取締役

会において、役員退職慰労金制

度(内規を含む)の廃止を決議し

たことにより、平成18年６月27

日開催の定時株主総会におい

て、役員の退任時に退職慰労金

制度廃止日(当該総会終結時)ま

での在任期間に応じた退職慰労

金を支給することを決議いたし

ました。 

   これに伴い、当該総会までの

期間に対応する役員退職慰労金

相当額46,992千円は「長期未払

金」として表示しております。 

４ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

    同左 

４ リース取引の処理方法 

    同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

５ 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に満期日の到

来する短期投資からなっており

ます。 

５ 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

    同左 

５ キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

    同左 

６ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

６ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

６ その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

 消費税等の会計処理 

    同左 

 消費税等の会計処理 

    同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、15,334,630千円であり

ます。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

―――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当事業年度から、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、15,620,761千円でありま

す。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,914,081千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,959,604千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,904,754千円 

※２ 中間期末日満期手形の会計処

理 

 中間会計期間末日満期手形

は、手形交換日をもって決済処

理しております。従って、当中

間会計期間の末日は金融機関休

業日のため、中間会計期間末日

満期手形が以下の科目に含まれ

ております。 

   受取手形 4,094千円

   支払手形 76,454千円

   その他 
   (設備関係支払 
   手形) 

660千円

※２ 中間期末日満期手形の会計処

理 

 中間会計期間末日満期手形

は、手形交換日をもって決済処

理しております。従って、当中

間会計期間の末日は金融機関休

業日のため、中間会計期間末日

満期手形が以下の科目に含まれ

ております。 

   支払手形 49,023千円

   

   

※２ 期末日満期手形の会計処理 

  

 期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処

理しております。従って、当事

業年度の末日は金融機関休業日

のため、期末日満期手形が以下

の科目に含まれております。 

  

   受取手形 223千円

   支払手形 35,213千円

  その他
   (設備関係支払 
   手形) 

6,521千円

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※３ 消費税等の取扱い 

  同左 

※３  ―――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

   受取利息 8,386千円

   受取配当金 252,770千円

※１ 営業外収益の主要項目 

   受取利息 23,626千円

   受取配当金 289,426千円

※１ 営業外収益の主要項目 

   受取利息 24,603千円

   受取配当金 263,157千円

※２ 特別利益の主要項目 

   投資有価証券 
   売却益 

6,389千円

   関係会社株式 
   売却益 

13,719千円

   物件移転補償金 7,530千円

※２ 特別利益の主要項目 

   貸倒引当金戻
   入額 

170千円

※２ 特別利益の主要項目 

  投資有価証券 
   売却益 

6,389千円

  関係会社株式 
   売却益 

13,719千円

  物件移転補償金 7,530千円

※３ 特別損失の主要項目 

   固定資産除却損 7,333千円

   投資有価証券 
   評価損 

40,903千円

   役員退職功労金 13,681千円

※３ 特別損失の主要項目 

   固定資産除却損 65,383千円

   投資有価証券
   評価損 

33,889千円

※３ 特別損失の主要項目 

   固定資産除却損 114,589千円

  投資有価証券 

   売却損 
43,483千円

  役員退職功労金 13,681千円

 ４ 減価償却実施額 

   有形固定資産 72,377千円

   無形固定資産 755千円

 ４ 減価償却実施額 

   有形固定資産 83,968千円

   無形固定資産 755千円

 ４ 減価償却実施額 

   有形固定資産 154,002千円

   無形固定資産 1,510千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   476株 

  

３ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの 

  該当事項はありません。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式   (株) 11,028,869 ― ― 11,028,869

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式   (株) 19,912 476 ― 20,388

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 220,179 20 平成18年３月31日 平成18年６月27日 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   851株 
  

３ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   805株 
  

３ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

    

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式   (株) 11,028,869 ― ― 11,028,869

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式   (株) 20,717 851 ― 21,568

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 220,163 20 平成19年３月31日 平成19年６月27日 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式   (株) 11,028,869 ― ― 11,028,869

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式   (株) 19,912 805 ― 20,717

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 220,179 20 平成18年３月31日 平成18年６月27日 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 220,163 20 平成19年３月31日 平成19年６月27日



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

(平成18年９月30日現在) 
  現金及び 
  預金勘定 

7,763,539千円

  預入期間が 
  ３ヶ月を超える 
  定期預金 

―千円

  現金及び 
  現金同等物 

7,763,539千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

(平成19年９月30日現在) 
  現金及び 
  預金勘定 

5,881,282千円

  預入期間が
  ３ヶ月を超える
  定期預金 

200,000千円

  現金及び 
  現金同等物 

5,681,282千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

(平成19年３月31日現在) 
 現金及び

  預金勘定 
5,621,488千円

 預入期間が
  ３ヶ月を超える 
  定期預金 

―千円

 現金及び
  現金同等物 

5,621,488千円



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
工具器具 
及び備品 

   取得価額 
   相当額 

19,980千円

   減価償却 
   累計額相当額 

11,610千円

   中間期末残高 
   相当額 

8,370千円

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
工具器具
及び備品 

   取得価額
   相当額 

30,416千円

   減価償却
   累計額相当額 

11,119千円

   中間期末残高
   相当額 

19,296千円

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
工具器具 
及び備品 

  取得価額
   相当額 

19,980千円

  減価償却
   累計額相当額 

13,608千円

  期末残高
   相当額 

6,372千円

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

(注)  同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 3,834千円

１年超 4,536千円

合計 8,370千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 5,139千円

１年超 14,157千円

合計 19,296千円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 3,348千円

１年超 3,024千円

合計 6,372千円

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(注)  同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

(1) 支払リース料 1,998千円

(2) 減価償却費 
  相当額 

1,998千円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

(1) 支払リース料 2,371千円

(2) 減価償却費
  相当額 

2,371千円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

(1) 支払リース料 3,996千円

(2) 減価償却費 
  相当額 

3,996千円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

    同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

    同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ 関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

３ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評

価損40,903千円を計上しております。 

  

４ 時価評価されていない有価証券 

 (1) 関連会社株式 

  

  

 (2) その他有価証券 

  

  

区分 
中間貸借対照表計上額

(千円) 
時価(千円) 差額(千円) 

国債 1,700,354 1,700,510 155

区分 
中間貸借対照表計上額

(千円) 
時価(千円) 差額(千円) 

関連会社株式 284,347 27,388,112 27,103,765

区分 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

株式 573,429 2,011,476 1,438,047

債券 100,000 99,680 △320

その他 159,481 160,535 1,053

計 832,910 2,271,691 1,438,781

区分 中間貸借対照表計上額(千円)

関連会社株式 7,650

区分 中間貸借対照表計上額(千円)

中期国債ファンド 149,054

非上場株式 595,030

計 744,084



当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ 関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

３ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評

価損33,889千円を計上しております。 

  

４ 時価評価されていない有価証券 

 (1) 関連会社株式 

  

  

 (2) その他有価証券 

  

  

区分 
中間貸借対照表計上額

(千円) 
時価(千円) 差額(千円) 

国債 2,999,928 3,001,140 1,211

区分 
中間貸借対照表計上額

(千円) 
時価(千円) 差額(千円) 

関連会社株式 284,347 40,515,312 40,230,965

区分 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

株式 531,048 1,918,413 1,387,365

債券 100,000 99,530 △470

その他 269,806 243,580 △26,226

計 900,854 2,261,523 1,360,668

区分 中間貸借対照表計上額(千円)

関連会社株式 7,650

区分 中間貸借対照表計上額(千円)

中期国債ファンド 100,738

非上場株式 595,021

計 695,759



前事業年度末(平成19年３月31日) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ 関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

３ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

４ 時価評価されていない有価証券 

 (1) 関連会社株式 

  

  

 (2) その他有価証券 

  

  

区分 
貸借対照表計上額

(千円) 
時価(千円) 差額(千円) 

国債 2,899,695 2,899,710 14

区分 
貸借対照表計上額

(千円) 
時価(千円) 差額(千円) 

関連会社株式 284,347 29,834,545 29,550,197

区分 取得原価(千円)
貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

 株式 564,937 2,296,940 1,732,002

 債券 100,000 100,310 310

 その他 213,717 210,870 △2,847

計 878,655 2,608,120 1,729,464

区分 貸借対照表計上額(千円)

関連会社株式 7,650

区分 貸借対照表計上額(千円)

中期国債ファンド 100,554

非上場株式 595,021

計 695,575



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



(持分法損益等) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

関連会社に対する投資の金額 

886,898千円 

関連会社に対する投資の金額 

886,898千円 

関連会社に対する投資の金額 

886,898千円 

持分法を適用した場合の投資の金額 

18,281,784千円 

持分法を適用した場合の投資の金額 

19,261,495千円 

持分法を適用した場合の投資の金額 

18,861,258千円 

持分法を適用した場合の投資利益の

金額 

724,567千円 

持分法を適用した場合の投資利益の

金額 

662,948千円 

持分法を適用した場合の投資利益の

金額 

1,261,596千円 



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,392円98銭 １株当たり純資産額 1,419円15銭 １株当たり純資産額 1,419円02銭

１株当たり中間純利益 
金額 

40円24銭
１株当たり中間純利益
金額 

40円12銭
１株当たり当期純利益 
金額 

50円64銭

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益(千円) 443,019 441,674 557,467 

普通株主に帰属しない 
金額(千円) 

― ― ― 

普通株式に係る中間 
(当期)純利益(千円) 

443,019 441,674 557,467 

普通株式の 
期中平均株式数(千株) 

11,008 11,007 11,008 

  
前中間会計期間末
平成18年９月30日 

当中間会計期間末
平成19年９月30日 

前事業年度末 
平成19年３月31日 

純資産の部の合計額 
(千円) 

15,334,630 15,621,003 15,620,761 

純資産の部の合計額から
控除する金額(千円) 

― ― ―

普通株式に係る中間期末
(期末)の純資産額(千円) 

15,334,630 15,621,003 15,620,761 

１株当たり純資産額の算
定に用いられた中間期末
(期末)の普通株式の数
(千株) 

11,008 11,007 11,008 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  
―――――― 

  

 当社は、確定給付型の制度とし

て、退職一時金制度及び適格退職年

金制度を設けておりましたが、平成

19年10月１日に新企業年金制度へ移

行し適格退職年金制度の全部及び退

職一時金の一部について確定給付企

業年金へ移行しております。 

 本移行に伴う損益に与える影響は

軽微であります。 

  
―――――― 

  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)に基づく臨時報告書であります。 

  

 事業年度(第73期)(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

  

(1) 
  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第73期) 
自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 

平成19年６月26日 

関東財務局長に提出。 

(2) 
  

臨時報告書 
  

    
平成19年10月２日 

関東財務局長に提出。 

(3) 
  

有価証券報告書 

の訂正報告書 
    

平成19年10月18日 

関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

新立川航空機株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新立川

航空機株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第73期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、新立川航空機株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

平成18年12月７日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  村  上  眞  治  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  髙  橋  正  伸  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

新立川航空機株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる新立川航空機株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第74期事業年度の中間会計期間(平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等

変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、新立川航空機株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

平成19年12月７日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  谷  合     章  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  髙  橋  正  伸  ㊞ 
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